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2026年度
住宅関連施策を読み解く
特集

株式会社ARK
注目企業を訪ねる

日本の住宅レジリエンス、
東日本から能登そして海外へ

ここでちょっと一息 Coffee Break
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2027
年度

2028
年度2026年度

戸建住宅・集合住宅のZEH化・
省CO2化促進事業
戸建住宅・集合住宅のZEH化・
省CO2化促進事業◯ ◯

戸建住宅ZEH化等支援事業
● ［ZEH］55万円/戸　● ［ZEH+］90万円/戸 ※加算措置：①CLT定額90万円/戸　②地    中熱ヒートポンプ･システム定額90万円/戸　
     ③蓄電システム上限20万円/戸　④PVTシステム65万円・80万円・90万円/戸　⑤液    体集熱式太陽熱利用システム12万円・15万円/戸　他

継
続

継
続

リ
ニュー
ア
ル

終
了

2026年12月31日まで

2029年3月31日まで

2026年12月31日まで

2026年12月31日まで

ZEH
（ネット・ゼロ・
エネルギー・ハウス）

省エネ、
断熱リフォーム

長期優良住宅化
リフォーム

◯‒

◯‒

既築住宅のZEH改修実証支援事業既築住宅のZEH改修実証支援事業

長期優良住宅化リフォーム推進事業長期優良住宅化リフォーム推進事業

● 対象費用の1/3以内　（上限：1～ 4地域400万円/戸、5～ 8地域300万円/戸）

◯‒ 住宅・建築物省エネ等改修推進事業住宅・建築物省エネ等改修推進事業
● 省エネ診断：国と地方で2/3
● 省エネ設計・改修（建替え含む）： ［省エネ基準適合レベル］30万円/戸（上限：対象費用の    ４割）　
  ［ZEHレベル］70万円/戸（上限：対象費用の８割）

● インスペクション等費用+対象工事費用の1/3（上限：80万円/戸、長期優良住宅認定を    取得する場合は160万円/戸)　
    ※加算措置：上限額に50万円/戸（①三世代同居対応 ②若者・子育て世帯 ③既存住宅購    入のいずれかを満たす場合）

税     

制

税     

制

補
　助
　金

補
　助
　金

既存住宅の断熱リフォーム支援事業既存住宅の断熱リフォーム支援事業◯‒ ● ［トータル断熱・居間だけ断熱］対象費用の1/3以内
 （上限：①高性能建材120万円/戸　②蓄電システム20万円　③蓄熱設備20万円　④熱交     換型換気設備等5万円　⑤EV充電設備5万円）

登録免許税登録免許税◯ ● 所有権の保存登記：本則0.4％に対して0.1％（一般住宅は０.1５％）　● 所有権の移転登記：本    則2.0％に対して、     0.2％、     0.1％（一般住宅は0.3％） 2027年3月31日まで

固定資産税固定資産税‒ ◯

‒ ◯

2031年3月31日まで
特例措置を5年間延長

特例措置を3年間延長
■ 変更点
● 要件：所得1,000万円以下は床面積40㎡以上に緩和

特例措置を5年間延長　
■ 変更点  ● 要件：床面積の下限を40㎡に緩和 ※課税標準の特例についてのみ（一般住宅も同様）不動産取得税不動産取得税◯

‒

● 課税標準からの控除額：1,300万円（一般住宅は1,200万円）　● 税率：本則4.0％に対    して3.0%に軽減（一般住宅も同様）　 2031年3月31日まで

固定資産税固定資産税‒

‒

◯ ● 1/2減額を5年間（一般住宅は3年間）（上限：120㎡相当分まで） 2031年3月31日まで

所得税（投資型減税）所得税（投資型減税）‒◯ ● 標準的な性能強化費用相当額の10％を控除（上限：65万円） 2028年12月31日まで

2028年12月31日まで

良質な住宅取得等に
係る贈与税非課税措置 贈与税贈与税◯◯ ● 非課税限度額：良質な住宅　1,000万円（一般の住宅は500万円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 　※ 良質な住宅の要件：一定の省エネ、耐震、バリアフリー性能のいずれかを有する住宅
2026年12月31日まで

終
了

耐震改修 ◯‒ 住宅・建築物耐震改修事業住宅・建築物耐震改修事業
● 耐震診断：国と地方で2/3　
● ［個別支援］耐震補強設計等：国と地方で2/3　改修工事等(除却含む)：国と地方で23％　  （上限：97.86万円/戸、多雪区域は117.32万円/戸）
● ［パッケージ支援]耐震補強設計+改修工事：国と地方で115万円/戸、多雪区域140万円    /戸、密集市街地175万円/戸(上限：対象費用の8割）
　 ※加算措置：併せて省エネ改修を行う場合は［省エネ基準適合レベル］30万円/戸（上限：対象費      用の4割）［ZEHレベル］70万円/戸（上限：対象費用の8割）

継
続

継
続

継
続

◯◯ みらいエコ住宅2026事業みらいエコ住宅2026事業

子育てグリーン住宅支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
<新築> ● ［GX志向型住宅」160万円/戸　● ［長期優良住宅＊］80万円/戸　
 ● ［ZEH水準住宅＊］40万円/戸　※（＊）は子育て・若者夫婦世帯に限る、古     家の除却加算あり
<リフォーム> ● 住宅の省エネ改修（必須）＋子育て対応改修等の対象工事に応じて定める額
     ［Sタイプ］必須工事3種全てを実施　上限：60万円/戸　［Aタイプ］必須     工事のうち2種を実施　上限：40万円/戸

<新築> ● ［GX志向型住宅」1～ 4地域：125万円/戸、5～ 8地域：110万円/戸
 ● ［長期優良住宅＊］1～ 4地域：80万円/戸、5～ 8地域：75万円/戸　
 ● ［ZEH水準住宅＊］1～ 4地域：40万円/戸、5～ 8地域：35万円/戸
　　　　      ※（＊）は子育て・若者夫婦世帯に限る、古家の除却加算あり
＜リフォーム＞ ● 上限：40万円～100万円/戸（改修前後の省エネ性能基準による）

    ● 1/2を1年間減額（120㎡相当分まで）     　● 1/3を1年間減額（100㎡相当分ま    で）
    ● 1/3を1年間減額（120㎡相当分まで）     　● 2/3を1年間減額（120㎡相当分ま    で）

所得税（リフォーム促進税制）所得税（リフォーム促進税制）

良質な住宅の
取得に係る
特例措置

既存住宅の性能
向上を図るための
リフォームに係る
特例措置

住宅省エネ
キャンペーン

◯‒ 先進的窓リノベ事業先進的窓リノベ事業 ● 高い断熱性能を持つ窓･ドアへの改修費用の1/2相当等を定額補助（上限：200万円/      戸）

◯◯ 給湯省エネ事業給湯省エネ事業 ● [エネファーム]16万円/台　[ハイブリッド給湯機]8万円/台　［エコキュート]6万円/台
 　※加算措置：①性能加算（4～7万円/台） ②撤去加算（蓄熱暖房機8万円/台・電気温水器    4万円/台）

[認定長期優良]
[認定低炭素]
[ZEH水準省エネ]
[省エネ基準適合]

所得税（住宅ローン減税） 所得税（住宅ローン減税） ◯ ◯

2030年12月31日まで

（「給湯省エネ2026事業」で継続）　　
■ 変更点 [エネファーム]17万円/台　[ハイブリッド給湯機]10万円/台　［エコキュート]7万円/台　
※加算措置：①性能加算（2～3万円/台）②撤去加算（蓄熱暖房機4万円/台・電気温水器2万円/台）

（「先進的窓リノベ2026事業」で継続）
■ 変更点　上限：100万円/戸

■ 変更点 ＜新築＞  ● ［ZEH］1～3地域：55万円/戸、4～8地域：45万円/戸　
                   [ZEH＋］1～3地域：90万円/戸、4～8地域：80万円/戸
 ＜既存＞  ● 改修費用の1/3相当を定額補助（上限：250万円/戸）

■ 変更点　（「除却移転支援」追加）
● 交付率：国と地方で2/3、上限：除却費200万円/戸、移転費65万円/戸

■ 変更点（従来の「省エネ型」に加え、「性能向上型」を追加）
● ＜省エネ型＞ 対象費用に特定課題対応リフォーム
  （レジリエンス性能確保・雪害対策・気候風土適応に係る措置等）追加
● ＜性能向上型＞ 以下①～③を満たす場合、基準により80万円/戸もしくは160万円/戸 
  ①インスペクションの実施、維持保全計画・履歴の作成　
  ②劣化対策・省エネ性・耐震性確保　③ ②等の性能向上、三世代同居対応、
  子育て世帯対応、防災性・レジリエンス性能向上のいずれかへの該当
 

[耐震]
[バリアフリー]
[省エネ]
[三世代同居]
[長期優良住宅化]
[子育て]

    ● 控除率：対象工事の10%（上限：25万円）＋その他工事の5%＝最大控除額62.5万     円　
    ● 控除率：対象工事の10%（上限：20万円）＋その他工事の5%＝最大控除額60万円
    ● 控除率：対象工事の10%（上限：25万円（35万円＊））＋その他工事の5%＝最大控      除額62.5万円（67.5万円＊）　
    ● 控除率：対象工事の10%（上限：25万円）＋その他工事の5%＝最大控除額62.5万     円　
    ● ［耐震＋省エネ＋耐久性］控除率：対象工事の10%（上限：50万円（60万円＊））＋そ     の他工事の5%＝最大控除額75万円（80万円＊）
    ● ［耐震または省エネ＋耐久性］控除率：対象工事の10%（上限：25万円（35万円＊））     ＋その他工事の5%＝最大控除額62.5万円（67.5万円＊）
    ●  控除率：対象工事の10%（上限：25万円）＋その他工事の5%＝最大控除額62.5万    円
※（＊）は太陽光発電を設置する場合　※工事限度額は1,000万円 ※「その他工事」は対象     工事の限度超過分を含む

特例措置を5年間延長　■ 変更点  ● 要件：床面積の下限を40㎡に緩和（一般住宅も同様）継
続

特例措置を3年間延長

適用期限を5年間延長

継
続

継
続

継
続

 ● 要件：所得2,000万円以下、床面積50㎡以上（新築：2025年までに建築確    認を受けた場合、所得1,000万円以下、床面積40㎡以上）
 ● 控除率：ローン残高の0.7％　● 控除期間：13年　
 ● 借入限度額： 2022年・2023年入居　　　5,000万円　　4,500万円 　　 4,000万円　（一般住宅は3,000万円）
   2024年･ 2025年入居　　　4,500万円　　3,500万円 　　 3,000万円　（一般住宅は0円・2,000万円＊）
   2024年・2025年入居（子育て世帯等）　　　5,000万円　　 　 4,500万円　　　4,000万円
　　　　　　　　　　　　　　※（＊）2023年までに建築確認を受けた場合
<既存住宅> ● 要件：所得2,000万円以下、床面積50㎡以上　
 ● 控除率：ローン残高の0.7％　● 控除期間：10年　● 借入限度額：                       3,000万円（一般住宅は2,000万円） 　

<新築・
買取再販>

<新築・
買取再販>

継
続

■ 変更点
 ● 借入限度額：     2,000万円＊  （子育て世帯等は3,000万円＊）（一般住宅は対象外）
　　　　　　　  ※（＊）2028年以降の入居は対象外（ただし、2027年末までに建築確認を受けた場合は、2,000万円×10年）
　　　　　　　  ※             は変更なし
<既存住宅> ● 要件：所得1,000万円以下は床面積40㎡以上に緩和 （子育て世帯等への上乗せ措置との併用は不可）
 ● 控除期間：13年　● 借入限度額：             3,500万円　    2,000万円 （一般住宅は2,000万円・控除期間10年）
　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　      （子育て世帯等は             4,500万円　    3,000万円）

継
続

継
続

2029年3月31日まで

■ 変更点  ● 要件：床面積の下限を40㎡に緩和

2025年度良質な住宅への
施策一覧

新
築

既
築

住宅関連施策を読み解く2026年度

＊掲載している内容は戸建て住宅に関する情報です
＊表は、2026年2月時点の情報に基づいており、まだ確定していない内容も一部含みます（公募時期などは4月以降に発表される予定）
＊補助事業は予算金額に達した場合、予定よりも早期に終了する場合があります
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足元の物価高対策のひとつとして、月々
の返済負担を軽減する「残価設定型住宅
ローン保険」を創設。中古販売価格を設
定しやすい自動車とは異なり、中古流通
が進んでいない住宅では残価設定が難

しい。そこで、住宅金融支援機構（JHF）
が設定残価と売却価格の差額を補償す
る「住宅融資保険」を実施する。 制度の
開始時期や具体的な条件は JHF により
検討中だ。

け
て
検
討
が
進
む
建
築
物
ラ
イ
フ
サ
イ
ク

ル
カ
ー
ボ
ン
評
価
の
実
施
を
促
す
制
度
整

備
に
活
用
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
４
本
の
柱
以
外
に
も
、
２
０
２
５

年
度
補
正
予
算
で
足
元
の
物
価
高
へ
の
対

応
と
し
て
「
残
価
設
定
型
住
宅
ロ
ー
ン
保

険
」
の
創
設
や
【
フ
ラ
ッ
ト
35
】
の
制
度
拡

充
な
ど
を
実
施
し
ま
す
。

既
存
住
宅
の
流
通
促
進
や

省
エ
ネ
改
修
を
進
め
持
続
可
能
な
社
会
へ

で
あ
る
こ
と
」「
隠
れ
た
不
具
合
が
な
い

こ
と
」「
購
入
価
格
が
妥
当
で
あ
る
こ
と
」

等
を
求
め
て
い
る
一
方
、
こ
れ
ら
の
希
望

に
合
っ
た
住
宅
ス
ト
ッ
ク
が
少
な
い
状
況

が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
そ
こ
で
、
新
た
に「
住

宅
ス
ト
ッ
ク
循
環
促
進
事
業
」
を
立
ち
上

げ
ま
し
た
。
民
間
事
業
者
を
含
む
協
議
会

等
が
取
り
組
む
、
維
持
管
理
状
況
の
評
価

や
イ
ン
ス
ペ
ク
シ
ョ
ン
、
情
報
開
示
を
促

進
す
る
仕
組
み
づ
く
り
を
支
援
す
る
も
の

で
、
昨
年
度
の
「
住
宅
ス
ト
ッ
ク
維
持
・

向
上
促
進
事
業
」
で
の
仕
組
み
づ
く
り
の

支
援
を
独
立
し
強
化
し
た
形
で
す
。

　

ま
た
、
住
宅
需
要
の
高
い
地
域
に
お
け

る
空
き
家
等
の
早
期
流
通
に
向
け
て
、「
既

成
住
宅
地
再
生
推
進
モ
デ
ル
事
業
」
を
創

設
。
都
心
通
勤
圏
で
、
高
齢
化
・
相
続
の

増
加
等
に
よ
り
今
後
空
き
家
率
の
上
昇
が

予
測
さ
れ
る
地
域
を
対
象
に
、
自
治
体
に

よ
る
空
き
家
等
の
実
態
調
査
や
流
通
促
進

対
策
の
検
討
な
ど
を
支
援
し
、
需
給
が

ひ
っ
迫
す
る
住
宅
地
で
の
空
き
家
等
の
活

用
を
促
進
し
ま
す
。

子
育
て
世
帯
等
へ
の
支
援
強
化

　

子
育
て
対
策
で
は
、
Ｕ
Ｒ
団
地
に
お
け

る
共
用
部
の
改
修
な
ど
に
よ
り
、
子
育
て

水
想
定
区
域
内
の
住
宅
市
街
地
に
お
け
る

水
害
対
策
を
総
合
的
に
支
援
し
ま
す
。
住

宅
の
浸
水
対
策
に
つ
い
て
は
、
浸
水
想
定

区
域
な
ど
対
象
地
域
に
お
い
て
、
囲
い
塀

や
止
水
板
設
置
、
耐
水
化
な
ど
の
改
修
に
、

国
と
地
方
で
そ
れ
ぞ
れ
11
・
５
％
を
補
助

す
る
予
定
で
す
。

　

さ
ら
に
、
自
宅
で
の
避
難
や
地
域
避
難

機
能
の
強
化
を
目
的
と
し
た「
２
０
５
０

先
導
型
住
宅
推
進
事
業
」
も
開
始
し
ま
す
。

住
宅
の
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
確
保
の
た
め
、
蓄

電
池
や
燃
料
電
池
の
設
置
な
ど
先
導
性
の

高
い
取
り
組
み
を
支
援
す
る
も
の
で
、
対

象
工
事
に
50
万
円
／
戸
を
補
助
し
ま
す
。

ス
ト
ッ
ク
流
通
促
進
の

仕
組
み
づ
く
り
を
推
進

　

既
存
住
宅
の
流
通
量
増
加
が
進
ま
な
い

要
因
の
ひ
と
つ
に
、
買
い
主
は
「
き
れ
い

災
害
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
向
上
へ

水
害
対
策
も
支
援

　

住
ま
い
の
安
全
対
策
で
は
、
お
お
む
ね

昨
年
度
の
事
業
を
継
続
す
る
一
方
、
拡
充

に
よ
っ
て
各
種
の
災
害
対
策
強
化
を
加
速

さ
せ
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

例
え
ば
、「
住
宅
・
建
築
物
耐
震
改
修

事
業
」
に
新
た
な
メ
ニ
ュ
ー
と
し
て
「
除

却
移
転
支
援
」を
追
加
し
ま
し
た
。
除
却

費
と
移
転
費
を
支
援
す
る
こ
と
で
転
居
と

い
う
新
た
な
選
択
肢
を
提
示
し
、
耐
震
性

の
低
い
住
宅
に
住
み
続
け
る
こ
と
を
抑
制

す
る
狙
い
で
す
。

　

ま
た
、
大
規
模
水
害
対
策
と
し
て
新
た

に
創
設
し
た「
住
宅
市
街
地
総
合
整
備
事

業（
水
害
対
策
型
）」
で
は
、
現
況
調
査
や

避
難
ス
ペ
ー
ス
の
確
保
、
住
宅
や
避
難
所

の
浸
水
対
策
な
ど
に
補
助
を
実
施
し
、
浸

単
価
を
変
動
さ
せ
、
寒
冷
地
へ
の
補
助
単

価
を
手
厚
く
し
て
い
ま
す
。
ま
た
リ

フ
ォ
ー
ム
で
は
、
性
能
を
ど
れ
だ
け
高
め

た
か
と
い
う
基
準
で
補
助
上
限
額
が
変
動

す
る
仕
組
み
に
変
更
し
、
性
能
向
上
幅
が

大
き
い
ほ
ど
補
助
額
も
高
く
な
り
ま
す

（
図
）
。

  「
住
宅
・
建
築
物
省
エ
ネ
等
改
修
推
進
事

業
」
で
は
、
従
来
の
省
エ
ネ
型
に
加
え
、

イ
ン
ス
ペ
ク
シ
ョ
ン
の
実
施
、
劣
化
対
策

や
省
エ
ネ
性
・
耐
震
性
の
確
保
、
子
育
て

世
帯
対
応
と
い
っ
た
長
期
優
良
住
宅
化
に

資
す
る
性
能
向
上
型
リ
フ
ォ
ー
ム
に
対
す

る
支
援
を
追
加
し
ま
し
た
。
ま
た
積
雪
や

レ
ジ
リ
エ
ン
ス
確
保
な
ど
地
域
ご
と
の
課

題
解
決
に
係
る
リ
フ
ォ
ー
ム
（
特
定
課
題

対
応
リ
フ
ォ
ー
ム
）
も
支
援
対
象
に
拡
充

し
て
い
ま
す
。

　

新
た
に
創
設
し
た「
建
築
行
政
Ｄ
Ｘ
総

合
推
進
事
業
」
で
は
、
建
築
確
認
等
の
オ

ン
ラ
イ
ン
化
や
Ｂ
Ｉ
Ｍ
活
用
に
関
す
る
事

業
を
統
合
し
て
、
総
合
的
に
推
進
し
て
い

き
ま
す
。
さ
ら
に
、
建
築
物
の
ラ
イ
フ
サ

イ
ク
ル
カ
ー
ボ
ン
の
削
減
に
向
け
、「
優
良

建
築
物
等
へ
の
補
助
事
業
に
お
け
る
ラ
イ

フ
サ
イ
ク
ル
カ
ー
ボ
ン
評
価
実
施
の
要
件

化
」
を
２
０
２
６
年
度
予
算
か
ら
実
施
し
て

い
く
予
定
で
す
。
対
象
事
業
は
、「
環
境
・

ス
ト
ッ
ク
活
用
推
進
事
業
」「
市
街
地
再
開

発
事
業
」「
優
良
木
造
建
築
物
等
整
備
推
進

事
業
」
で
、
床
面
積
２
０
０
０
㎡
以
上
の
建

築
物
を
新
築
等
す
る
場
合
に
、
評
価
結
果

の
報
告
を
求
め
ま
す
。
こ
れ
ら
の
事
例
や

デ
ー
タ
は
、
２
０
２
８
年
度
の
開
始
に
向

２
０
２
６
年
度
の
国
土
交
通
省
住
宅
局
関
連
当
初
予
算
は
１
７
２
１
億
円
で
、
お
お
む
ね

例
年
並
み
の
規
模
と
な
っ
た
。
重
点
施
策
と
し
て
４
本
の
柱
を
掲
げ
て
お
り
、
水
害
対
策
、

既
存
住
宅
の
流
通
促
進
や
空
き
家
対
策
な
ど
が
強
化
さ
れ
て
い
る
他
、「
子
育
て
グ
リ
ー
ン

住
宅
支
援
事
業
」の
後
継
と
し
て
創
設
さ
れ
た「
み
ら
い
エ
コ
住
宅
２
０
２
６
事
業
」に
も

注
目
が
集
ま
る
。
住
宅
局
関
連
の
補
正
・
当
初
予
算
の
ポ
イ
ン
ト
に
つ
い
て
、
国
土
交
通

省
住
宅
局
に
話
を
聞
い
た
。

2026年度
住宅関連施策を読み解く

特  集

国土交通省  住宅局総務課
企画官

榎本 考暁 氏

し
や
す
い
住
環
境
の
整
備
等
を
推
進
し
ま

す
。
ま
た
、
親
世
帯
等
と
近
居
す
る
場
合

に
Ｕ
Ｒ
賃
貸
住
宅
に
入
居
す
る
子
育
て
世

帯
等
に
対
す
る
家
賃
減
額
な
ど
も
実
施

し
、
子
育
て
世
帯
向
け
の
施
策
を
強
化
し

て
い
ま
す
。

　

住
ま
い
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
関
連
で

は
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
住
宅
の
整

備
や
、
居
住
支
援
法
人
な
ど
に
よ
る
居
住

支
援
活
動
へ
の
支
援
、
既
存
建
築
物
の
バ

リ
ア
フ
リ
ー
改
修
等
へ
の
支
援
も
継
続
し

て
い
き
ま
す
。

省
エ
ネ
改
修
強
化
へ
制
度
拡
充

　

住
宅
ス
ト
ッ
ク
全
体
の
省
エ
ネ
性
能
を

引
き
上
げ
る
た
め
に
、
２
０
２
５
年
度
の

補
正
予
算
と
合
わ
せ
て
２
５
０
０
億
円
の

予
算
で
、「
み
ら
い
エ
コ
住
宅
２
０
２
６

事
業
」
を
創
設
し
ま
し
た
。
こ
の
事
業
は

２
０
２
５
年
度
に
実
施
し
た
「
子
育
て
グ

リ
ー
ン
住
宅
支
援
事
業
」
の
枠
組
み
を
引

き
継
ぎ
な
が
ら
、
内
容
を
見
直
し
た
も
の

で
す
。
新
築
で
は
、
地
域
に
よ
っ
て
補
助

図. みらいエコ住宅2026事業の補助対象

残価設定型住宅ローン（イメージ）

月々の返済額の比較イメージ

制度のスキーム
残価を差し引いた金額を毎月返済
⬇

月々の返済額が軽減

物件売却等により一括返済（債務者の死亡時、住み替え時等）
⬇

差額が生じても債務者に請求しない（JHFの保険でカバー）

月
々
の
返
済

残
価

2025年度補正予算：
新たな保険制度の創設に必要な出資金を計上

融資
（残価設定型
住宅ローン※）

住宅融資
保険契約

保険料
支払い

返済

※ 融資対象となる住宅について、 一定の耐久性・維持管理の確保が必要

金融機関 JHF

（保険事故の際、JHFが金融機関に保険金支払い）

通常の住宅ローン
（35年返済）

35歳

返
済
額

70歳

・・・・

残価を据え置き、
返済額を軽減

高齢期は
さらに軽減

35歳

返
済
額

70歳 終期

・・・・

住宅取得者

残
価

売却により
返済

（差額は
請求無し）

■ 住宅※1の新築（注文住宅・分譲住宅・賃貸住宅）

対象世帯 対象住宅
補助額 

１～４地域 5～8地域

すべての世帯 GX志向型住宅 125万円/戸 110万円/戸

子育て世帯
または

若者夫婦世帯

長期優良住宅 80万円/戸 75万円/戸

古家の除却を行う場合 100万円/戸 95万円/戸

ZEH水準住宅 40万円/戸 35万円/戸

古家の除却を行う場合 60万円/戸 55万円/戸

■ 既存住宅※2のリフォーム
対象住宅 改修工事 補助上限額※3

平成４年基準を
満たさないもの

平成28年基準相当に達する改修 100万円/戸

平成11年基準相当に達する改修 50万円/戸

平成11年基準を
満たさないもの

平成28年基準相当に達する改修 80万円/戸

平成11年基準相当に達する改修 40万円/戸

「残価設定型住宅ローン保険」創設
2025年度補正予算

住
ま
い・く
ら
し
の
安
全
確
保
、

良
好
な
市
街
地
環
境
の
整
備

１

既
存
ス
ト
ッ
ク
の
有
効
活
用
と

流
通
市
場
の
形
成

２

誰
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る

多
様
な
住
ま
い
の
確
保

３

住
宅・建
築
物
に
お
け
る

持
続
可
能
な
社
会
の
構
築

４

改修工事内容例 ①

窓、外壁、床の断熱改
修、高効率エアコン、
高効率給湯器の設置等

改修工事内容例 ②

窓、天井、床の断熱改修

平成28年基準相当水準 ▼

▼ 平成11年基準相当水準

▼ 平成4年基準を満たさない住宅

100万円/戸補助上限額：

50万円/戸補助上限額：

※1 対象となる住宅は所定の条件を満たすものとする
※2 賃貸住宅や、買取再販事業者が扱う住宅も対象に含まれる
※3 補助額はリフォーム工事の内容に応じて定める額を合算した額
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制
度
な
ど
、
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
仕

組
み
も
整
え
て
い
ま
す
。
金
利
上
昇
の
影

響
を
受
け
な
い
【
フ
ラ
ッ
ト
35
】
は
、
こ

ん
な
時
代
に
こ
そ
頼
れ
る
強
力
な
選
択
肢

で
あ
り
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。
住
宅
金

融
支
援
機
構
は
、「
住
ま
い
の
し
あ
わ
せ
を

と
も
に
つ
く
る
」
た
め
に
、
お
客
様
が
安

心
し
て
住
宅
を
取
得
で
き
る
環
境
づ
く
り

を
こ
れ
か
ら
も
支
援
し
て
ま
い
り
ま
す
。

35
】
の
金
利
を
引
き
下
げ
る
制
度
で
、
子

育
て
期
の
負
担
を
軽
減
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。
金
利
引
き
下
げ
は
、
18
歳
未
満
の

子
ど
も
を
有
す
る
子
育
て
世
帯
だ
け
で
な

く
、
夫
婦
の
い
ず
れ
か
が
40
歳
未
満
の
若

年
夫
婦
世
帯
も
対
象
と
な
り
ま
す
（
図
）
。

ま
た
、
借
入
期
間
の
基
準
年
数
の
延
長
も

行
い
ま
し
た
。

 

❹ 

特
定
残
価
設
定
ロ
ー
ン
保
険
の
創
設  

　

月
々
の
返
済
負
担
を
軽
減
し
新
し
い
選

択
肢
を
増
や
す
取
り
組
み
と
し
て
、
通
常

の
住
宅
ロ
ー
ン
（
元
利
払
い
）
と
月
々
利
息

分
の
み
返
済
す
る
リ
バ
ー
ス
モ
ー
ゲ
ー
ジ

型
住
宅
ロ
ー
ン
を
組
み
合
わ
せ
た
制
度
を

創
設
し
ま
し
た
。

＊
①
②
：
２
０
２
６
年
４
月
か
ら

③
④
：
２
０
２
６
年
３
月
か
ら

---------------------------------　

　

長
く
続
い
た
低
金
利
の
時
代
が
終
わ
り
、

変
動
金
利
型
住
宅
ロ
ー
ン
の
金
利
上
昇
が

現
実
の
も
の
と
な
り
、
住
宅
取
得
を
検
討

さ
れ
る
皆
様
の
判
断
が
よ
り
難
し
く
な
っ

て
い
ま
す
。
そ
の
よ
う
な
状
況
下
で
も
、

【
フ
ラ
ッ
ト
35
】
は
借
入
時
に
返
済
額
が
確

定
す
る
た
め
、
安
心
し
て
長
期
的
な
返
済

計
画
を
立
て
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
先
述

の
【
フ
ラ
ッ
ト
35
】
子
育
て
プ
ラ
ス
に
加

え
、
住
宅
の
質
に
応
じ
た
金
利
引
き
下
げ

超
え
る
住
宅
ロ
ー
ン
を
利
用
す
る
方
に
対

し
て
も
全
期
間
固
定
金
利
に
よ
る
ご
返
済

中
の
安
心
を
提
供
で
き
ま
す
。
な
お
、
既

に
８
０
０
０
万
円
以
内
で
申
込
済
み
の
場
合

で
も
、
４
月
以
降
に
再
審
査
を
受
け
る
こ
と

で
融
資
限
度
額
の
引
き
上
げ
が
可
能
で
す
。

 

❷
一
戸
建
て
住
宅
の
床
面
積
基
準
の
緩
和　

　

多
様
化
す
る
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
や
、
都

市
部
等
で
の
コ
ン
パ
ク
ト
な
住
宅
取
得

ニ
ー
ズ
に
お
応
え
す
る
た
め
、
一
戸
建
て

住
宅
の
床
面
積
基
準
の
下
限
を
こ
れ
ま
で

の
70
㎡
か
ら
50
㎡
に
緩
和
し
ま
す
。

 

❸
借
換
融
資
に
お
け
る
制
度
の
拡
充  

　

全
期
間
固
定
金
利
型
へ
の
借
り
換
え
の

円
滑
化
や
子
育
て
世
帯
等
の
支
援
を
目
的

に
、「【
フ
ラ
ッ
ト
35
】
子
育
て
プ
ラ
ス
」

が
借
換
融
資
で
も
利
用
可
能
に
な
り
ま
し

た
。【
フ
ラ
ッ
ト
35
】
子
育
て
プ
ラ
ス
は
、

子
ど
も
の
人
数
等
に
応
じ
て
【
フ
ラ
ッ
ト

　

全
期
間
固
定
金
利
型
の
住
宅
ロ
ー
ン 

【
フ
ラ
ッ
ト
35
】は
、
将
来
の
金
利
上
昇
の

影
響
を
受
け
ず
、
借
入
時
に
返
済
額
が
確

定
す
る
こ
と
か
ら
、
申
込
件
数
が
増
加
し
て

お
り
、
２
０
２
４
年
の
申
込
件
数
約
３
・

８
万
件
か
ら
２
０
２
５
年
は
約
５・２
万
件

と
、
約
１・４
万
件
増
加
し
ま
し
た
。
住
宅

金
融
支
援
機
構
で
は
、
政
府
の
経
済
対
策

に
お
け
る
物
価
高
な
ど
へ
の
対
応
の
一
環
と

し
て
、【
フ
ラ
ッ
ト
35
】の
融
資
限
度
額
の
引

き
上
げ
等
の
固
定
金
利
型
住
宅
ロ
ー
ン
の
利

用
円
滑
化
が
掲
げ
ら
れ
て
い
る
こ
と
を
踏
ま

え
、
主
に
４
つ
の
制
度
拡
充
を
行
い
ま
す
。

 

❶
融
資
限
度
額
の
引
き
上
げ             

　

物
価
高
に
伴
う
住
宅
価
格
の
上
昇
に
よ

り
、
都
市
部
を
中
心
に
従
来
の
融
資
限
度

額
（
８
０
０
０
万
円
）
で
は
資
金
が
不
足
す

る
可
能
性
が
あ
り
ま
し
た
。
そ
こ
で
、
融
資

限
度
額
を
１
億
２
０
０
０
万
円
に
引
き
上

げ
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
８
０
０
０
万
円
を

【
フ
ラ
ッ
ト
35
】が
４
つ
の
制
度
拡
充
を
実
施

〜
物
価
高
への
対
応
や
子
育
て
世
帯
等
の

　

負
担
抑
制
で
住
宅
取
得
を
支
援
〜

民
間
金
融
機
関
と
住
宅
金
融
支
援
機
構
が
提
携
し
て
提
供
す
る
、
最
長
35
年
の
全
期
間
固
定

金
利
型
の
住
宅
ロ
ー
ン【
フ
ラ
ッ
ト
35
】。
２
０
２
４
年
３
月
の
日
銀
に
よ
る
マ
イ
ナ
ス
金
利

解
除
以
降
、
将
来
の
金
利
上
昇
不
安
か
ら
ニ
ー
ズ
が
高
ま
っ
て
い
る
。
２
０
２
５
年
度
補
正

予
算
に
よ
り
実
施
さ
れ
る
制
度
の
拡
充
と
合
わ
せ
て
住
宅
金
融
支
援
機
構
に
話
を
聞
い
た
。

独立行政法人住宅金融支援機構
個人営業企画部

営業推進グループ　調査役

八木 紘平 氏

2026年度
住宅関連施策を読み解く

特  集

■■■
3P

■■
2P

■
1P

● 子どもの人数等に応じてポ
イントが加算され、子ども
1人につき当初5年間、年
0.25％の金利引き下げを
実施する制度

● 若年夫婦世帯の場合も、当
初5年間、年0.25％の金利
引き下げを実施

対象

金利引き下げの
パターン

金利
引き下げ期間

当初
5年間

当初
5年間

当初
5年間

年
▲0.25％

年
▲0.5％

年
▲0.75％

金利
引き下げ幅

定義

子育て
世帯

18歳未満
の子を有する

世帯

若年夫婦
世帯

夫婦の
いずれかが

40歳未満の世帯

若年夫婦世帯または
子ども1人の場合

子ども2人の場合

子ども3人の場合

図. 【フラット35】子育てプラスの概要

出所：国土交通省『「フラット35借換融資」における金利引下げ制度の創設』資料
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『月刊 HOUSING』編集長・リクルー
ト住まい研究所主任研究員などを経て
フリージャーナリストに。マンション
購入・戸建て建築・リフォームと自邸
で実践しながら、国内外で取材・コン
サルティング活動を行う。

藤井 繁子住生活ジャーナリスト

住宅業界の旬な話題をお届けします！住宅業界の旬な話題をお届けします！ここでちょっと一息

日本の住宅レジリエンス、東日本から能登そして海外へ
　今年は東日本大震災から15年の節目であり、様々な
ニュースや行事から復興支援や防災について考える機会が
増えます。（独）都市再生機構［UR］は、これまでの復興支
援の取り組みについて紹介する特設ホームページ「東日本
大震災15年 復興の道のり」を開設しました。

「日常」と「非常時」をフェーズフリーに
　災害大国日本の仮設住宅は改善を重ねながら品質を高め、
建築材を無駄にしないようリユースする仕組みも進んでい
ます。また、災害など緊急時に活用できる建築物を日常使
いするフェーズフリーの提案も増えています。
　ミサワホームのトレーラーハウス、ミサワユニットモビ
リティ「MOVE CORE（ムーブコア）」は移動可能な特性
から、平時は宿泊やオフィスとして利用しつつ災害時には
仮設住宅などに転用できるフェーズフリー設計で、ユニッ
ト住宅の技術を生かした断熱性などを備えています。

海外支援とビジネス進出、官民連携で始動
　世界的には戦争からの復興にも支援が求められます。国
交省は「日ウクライナ・国土交通インフラ復興に関する官民
協議会」を設立し、ウクライナにおけるインフラ復興に関し
て日本企業が参画可能な案件形成を目指します。その要請
に対応できるよう、プレハブ建築協会などでは復興住宅や
仮設住宅のノウハウを提案できる体制を構築しています。
一方、国交省と住団連など業界団体が連携し「J-HAB（住

宅・建築海外展開連携協議会）」を設立。ビジネスとして海
外進出する企業が直面する障壁（現地の法規制など）を、官
民一体となって突破する“ハブ”の役割を担う組織です。日
本の高性能住宅を東南アジアなどへも提案します。
　既に個別でウクライナ支援に動く企業や団体も見られます。
3Dプリンター住宅のセレンディクス社は2024年にウクラ
イナ企業と覚書を結び、3Dプ
リンターで施設・住宅などの供
給に向けて協力することで合意
しました。今年はUNIDO（国
際連合工業開発機関）から支援
を受けて、キーウ近郊にリハビ
リ施設を建設する計画です。

世界が注目する坂茂の支援プロジェクト
　災害支援では世界から評価されている建築家・坂茂氏の
プロジェクトに注目です。被災地支援をライフワークとす
る坂茂氏は、プリツカー賞（2014年）に続き2026年、建
築界の最高栄誉とされるAIAゴールドメダルを受賞しまし
た。被災者や難民の人道支援を建築の責務へと昇華させた
姿勢は、世界の建築界から尊敬を集めるロールモデルです。
　坂氏が世界から評価されるように、日本企業の支援住宅
が評価されるようになれば、その先には住宅産業の未来が
広がります。現在、海外では不動産開発事業が中心ですが、
現地での工場生産・建築事業へと展開できれば海外事業は
次のステージへと拡大します。
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エリアにより異なる課題や
対策について各自治体と共
に取り組んできた復興支援
を、詳細なデータや画像、
現場の声などで詳しくまと
められた記録は必見

【東日本大震災15年 復興の道のり】（URホームページ内）
【3Dプリンター住宅プロジェクト
イメージ】 （セレンディクス）

停電でも稼働できるよう、太陽光発電や蓄電池、電気自動車
からの給電システムや衛星通信の追加設置も可能。価格約
1,300万円（台座のシャーシ込み、他仕様で異なる）

【MOVE CORE】（ミサワホーム）

左【九州南部豪雨 避難所用 紙の間仕切り】（2020年）
避難所の体育館などで紙管と布を使って間仕切り、プライバ
シーを確保するシステム「PPS」
右【能登半島地震 被災地支援プロジェクト】（2024年）
奥能登の景観に欠かせない能登瓦を、解体予定の家屋から回
収して再利用した集会場。珠洲市の恒久仮設住宅地内

【Voluntary Architects’ Network（VAN）の活動】
坂 茂：1957年東京生まれ。
1995年阪神・淡路大震災の
後、VAN を 設 立。国 内 外 の
災害支援プロジェクトは世界
20カ国以上40を超える
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本　　社 	●	神奈川県平塚市
		  千石河岸57-7
創　　業 	●	2020年
事業内容 	●	閉鎖循環式陸上養殖シ

ステムの設計・開発・
製造及び水産物の生産・
販売

は
こ
れ
ら
の
窒
素
物
を
廃
棄
す
る
の
で
は
な
く
、

養
分
と
し
て
吸
収
す
る
海
藻
類
の
生
育
に
活
用
し
、

き
れ
い
に
な
っ
た
水
は
再
び
魚
の
養
殖
に
用
い
る
、

持
続
可
能
な
循
環
型
モ
デ
ル
を
実
現
。
海
藻
と
い

う
新
た
な
生
産
物
も
確
保
し
、
採
算
性
の
向
上
に

も
寄
与
し
て
い
る
。
養
殖
ユ
ニ
ッ
ト
に
組
み
合
わ

せ
可
能
な
モ
ジ
ュ
ラ
ー
型
と
し
て
は
、
世
界
初
の

取
り
組
み
だ
と
い
う
。

導
入
の
ハ
ー
ド
ル
を
下
げ

企
業
や
地
域
に
新
た
な
価
値
を
提
供

  「
現
在
は
秋
田
か
ら
沖
縄
ま
で
、
全
国
22
カ
所
で

74
基
の
販
売
が
進
ん
で
い
ま
す
。
導
入
先
の
一
つ

は
大
企
業
で
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
食
料
、
水
関
連
の

課
題
解
決
に
寄
与
す
る
新
規
事
業
と
し
て
当
社
製

品
に
よ
る
陸
上
養
殖
を
選
択
い
た
だ
い
て
い
ま

す
。
ま
た
、
地
域
密
着
型
の
名
士
企
業
が
次
の
世

代
に
向
け
た
新
規
事
業
と
し
て
活
用
い
た
だ
く
例

も
あ
り
ま
す
。
地
方
自
治
体
で
は
、
養
殖
し
た
水

産
物
を
ふ
る
さ
と
納
税
の
返
礼
品
と
す
る
な
ど
地

域
振
興
に
も
貢
献
し
て
い
ま
す
」

︱
︱ 

従
来
の
陸
上
養
殖
は
大
規
模
ゆ
え
に
用
地

の
確
保
か
ら
基
礎
工
事
、
工
場
の
立
ち
上
げ
な
ど

で
数
年
を
要
す
る
場
合
が
あ
り
、
新
規
事
業
と
し

て
こ
れ
が
ネ
ッ
ク
と
な
る
ケ
ー
ス
が
あ
っ
た
。
一

方
、
同
社
の
場
合
は
小
型
の
工
業
製
品
で
あ
る
た

め
、
最
短
６
カ
月
で
事
業
開
始
が
可
能
だ
。
ス

ピ
ー
ド
と
い
う
優
位
性
が
新
規
事
業
と
し
て
の
導

入
の
ハ
ー
ド
ル
を
下
げ
て
い
る
。

  「
養
殖
魚
種
は
顧
客
の
自
由
で
す
が
、
効
率
や
単

価
の
点
か
ら
は
ハ
タ
類
を
お
勧
め
し
て
い
ま
す
。

中
に
は
車
エ
ビ
を
養
殖
し
、
複
合
養
殖
で
海
ブ
ド

ウ
を
育
て
て
い
る
例
も
あ
り
ま
す
。
地
元
で
取
れ

る
魚
種
は
漁
業
従
事
者
と
競
合
す
る
た
め
、
地
元

で
は
取
れ
な
い
魚
を
養
殖
す
る
ケ
ー
ス
が
ほ
と
ん

ど
で
す
。
海
と
陸
で
別
の
魚
が
取
れ
る
の
で
、
地

域
の
水
産
業
活
性
化
に
も
つ
な
が
っ
て
い
ま
す
」

︱
︱ 

国
内
で
は
今
後
、
地
域
の
新
し
い
産
業
創

出
を
目
指
し
、
既
存
の
漁
業
従
事
者
の
副
業
モ
デ

ル
な
ど
と
し
て
導
入
拡
大
を
図
る
と
い
う
。
陸
上

養
殖
を
海
上
養
殖
の
課
題
解
決
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

と
し
て
も
活
用
し
、
日
本
の
水
産
業
の
活
性
化
に

寄
与
し
て
い
く
構
え
だ
。
創
業
当
初
か
ら
成
長
性

の
高
い
海
外
市
場
を
視
野
に
入
れ
て
き
た
同
社
は

現
在
、
東
南
ア
ジ
ア
や
ア
フ
リ
カ
、
ア
ラ
ブ
諸
国

を
中
心
と
し
て
事
業
展
開
を
図
っ
て
い
る
。

  「〝
モ
ノ
づ
く
り
〟と〝
お
い
し
い
魚
の
提
供
〟は

日
本
の
お
家
芸
で
す
。
そ
れ
ら
を
掛
け
合
わ
せ
て

い
る
と
し
て
、
海
外
か
ら
も
高
い
評
価
を
い
た
だ

い
て
い
ま
す
。
最
初
か
ら
海
外
展
開
を
視
野
に
入

れ
、
日
本
国
内
で
の
最
適
解
に
と
ど
ま
ら
ず
ニ
ー

ズ
を
大
き
く
捉
え
て
き
た
こ
と
と
、
一
方
で
日
本

が
培
っ
て
き
た
も
の
づ
く
り
や
生
き
物
づ
く
り
の

技
術
を
磨
き
、
ス
ピ
ー
ド
感
を
持
っ
て
提
供
で
き

た
か
ら
こ
そ
今
が
あ
る
。
今
後
も〝
日
本
に
よ
っ

て
作
ら
れ
た
〟『
メ
イ
ド
・
バ
イ
・
ジ
ャ
パ
ン
』の

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
で
課
題
解
決
に
貢
献
し
て
い
き

た
い
で
す
ね
」

は
世
界
的
に
注
目
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
海
上
養
殖

は
適
地
が
限
ら
れ
天
候
や
災
害
に
も
左
右
さ
れ
る

な
ど
課
題
も
あ
り
ま
す
。
そ
う
し
た
中
で
期
待
さ

れ
る
の
が
陸
上
養
殖
で
す
が
、
現
在
は
採
算
性
の

観
点
か
ら
多
額
の
設
備
投
資
を
伴
う
大
規
模
な
も

の
が
ほ
と
ん
ど
で
す
。
そ
の
た
め
、
陸
上
養
殖
の

裾
野
を
広
げ
る
に
は
小
規
模
化
が
必
要
と
考
え
、

小
型
の
陸
上
養
殖
装
置
の
開
発
に
乗
り
出
し
ま
し
た
」

︱
︱ 

養
殖
業
は
最
終
的
に〝
味
〟が
重
要
と
な
る

食
品
を
扱
う
事
業
だ
。
こ
の
た
め
装
置
づ
く
り
、

養
殖
の
再
現
性
、
品
質
担
保
と
い
う
３
つ
の
要
素

を
満
た
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
ま
で
に
な

か
っ
た
仕
組
み
づ
く
り
に
苦
戦
し
な
が
ら
、
３
年

の
歳
月
を
か
け
２
０
２
３
年
に
モ
ジ
ュ
ラ
ー
型
・

閉
鎖
循
環
式
陸
上
養
殖
シ
ス
テ
ム「
Ａ
Ｒ
Ｋ-

Ｖ

１
」が
完
成
し
た
。

  「
陸
上
養
殖
の
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
コ
ス
ト
を
占

め
る
土
地
代
・
餌
代
・
稚
魚
代
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
代
・

人
件
費
の
う
ち
、
装
置
と
し
て
改
善
で
き
る
の
は

主
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
代
と
人
件
費
で
す
。
２
０
２
４

年
に
は
、
水
槽
の
気
密
性
と
断
熱
性
を
高
め
て

水
温
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
を
容
易
に
し
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

コ
ス
ト
を
弊
社
従
来
品
の
約
10
分
の
１
に
抑
え
た

『
Ａ
Ｒ
Ｋ 

Ｚ
Ｅ
Ｒ
Ｏ
』シ
リ
ー
ズ
を
発
売
し
ま
し

た
。
Ａ
Ｉ
や
Ｉ
ｏ
Ｔ
も
活
用
し
、
ス
マ
ホ
に
よ
る

遠
隔
管
理
で
人
件
費
の
圧
縮
も
実
現
し
て
い
ま
す
」

︱
︱ 

魚
と
海
藻
を
同
時
に
育
て
る
複
合
養
殖
の
装

置
も
製
品
化
し
て
い
る
。
陸
上
養
殖
は
残
餌
や
糞

を
い
か
に
ろ
過
す
る
か
が
課
題
の
一
つ
だ
。
同
社

ス
マ
ー
ト
養
殖
を“
陸
上
”で

“
小
規
模
”に
で
き
る
装
置
を
開
発

︱
︱ 

駐
車
場
４
台
分
ほ
ど
の
ス
ペ
ー
ス
が
あ
れ

ば
、〝
ど
こ
で
も
誰
で
も
〟陸
上
養
殖
を
始
め
ら
れ

る
。
そ
ん
な
画
期
的
な
モ
ジ
ュ
ラ
ー
型
養
殖
ユ
ニ
ッ

ト
を
開
発
・
販
売
し
て
い
る
の
が
Ａ
Ｒ
Ｋ
だ
。
遊

休
地
や
空
き
ス
ペ
ー
ス
を
活
用
し
て
内
陸
部
や
都

市
部
で
の
養
殖
を
可
能
に
す
る
同
社
の
製
品
は
、

養
殖
業
の
裾
野
を
広
げ
る
だ
け
で
な
く
、
企
業
の

新
規
事
業
や
地
域
産
業
の
創
出
と
活
性
化
に
も
貢

献
し
て
い
る
。

  「
私
自
身
は
、
前
職
で
養
殖
業
な
ど
の
一
次
産
業
向

け
Ｄ
Ｘ
を
手
掛
け
て
い
ま
し
た
が
、
コ
ス
ト
や
人
手

な
ど
が
限
ら
れ
る
状
況
を
目
の
当
た
り
に
し
、
部

分
最
適
化
の
提
案
だ
け
で
は
業
界
全
体
の
改
革
に

つ
な
が
ら
な
い
と
感
じ
て
い
ま
し
た
。
乱
獲
や
気
候

変
動
な
ど
に
よ
る
漁
獲
生
産
量
の
減
少
で
養
殖
業

株
式
会
社 

Ａ
Ｒ
Ｋスマート養殖や複合養殖の

仕組みづくりで持続可能性を実現

“どこでも誰でも”できる
小型陸上養殖システムを開発

企業の新規事業や
地域の産業活性化に貢献

ここが注目ポイント

小さな遊休地が海になる?!
陸上養殖の新たな形を提案し
海の課題解決と地方創生に貢献

代表取締役 CEO グループ代表

栗原 洋介 氏

「ARK ZERO」シリーズ。GULLタンク1基 + BAREタンク2基、参考価格：1,600
万円～、床面積：約60m²（配管除く）、水槽重量：2.13t、実行水量：約24t、消費
電力：定常3,100W/h養殖風景（沖縄県）

生育槽

濾過槽（LSS）

糞・残餌などエサや魚から出るタンパク質やアンモニア（窒素化合物：TAN+SS）

エサ エサ

物理濾過 生物濾過 オゾン反応 オゾン除去 UV-C殺菌

懸濁物

タンパク質

アンモニア

亜硝酸

アンモニア

亜硝酸

O3 O3

TAN+SS

細菌・ウィルス

脱色細菌・ウィルス

NO3処理 
：脱窒

ARK ZEROは閉鎖循環式（RAS）と呼ばれる仕組みを採用することで、糞や残餌で汚れた飼育
水を循環ろ過し、排水せず使い続けることができる

スマートフォンで ARKを遠隔監視・管理する
「ARK-V1管理アプリケーション」



＊ 家具などのインテリア品は実際の展示と
　 異なる場合があります

編集室より

■	送付先の変更、広告掲載・誌面に対するご意見などは
	 以下までご連絡ください。

メールアドレス：kenzai-monthly@sfc.co.jp
住友林業株式会社 木材建材事業本部 業務企画部

■ 弊社ホームページにPDF版を掲載中です。
住友林業　建材マンスリー
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「そうだチャッピーに聞いてみよう！」。少し前にはなかった習慣が定着しつつある今
日この頃。調べ物、文章作成や要約、アイデア出し……ChatGPTがくれる回答に
新たな気づきを得る半面、自身の思考の硬直化を反省する日々です。情報検索から
創作支援まで、活用範囲は日に日に広がり、近い将来、ChatGPTが私たちの生活
における必需品と言われる日が来るかもしれません。テクノロジーがいかに進化し
ても「問う力」「考える力」を磨くため、これからも自己研鑽に励みたいと思います。（Ｓ）

編
集
後
記

今月のニュース

表紙：住友林業（株）住宅事業本部　新潟支店　新潟桜木インター展示場

　おおむね5年ごとに見直しが行われる「住生活基本計画」（全
国計画）の新たな計画案が、社会資本整備審議会の住宅宅地
分科会で示され、3月に閣議決定される予定だ。2026年度
から2035年度の計画案として、「住まうヒト」「住まうモノ」

「住まいを支えるプレイヤー」を巡る近年の状況等を踏まえ、
市場機能の進化を通じた住宅ストックの価値を最大限活用し
つつ、人生100年時代の住生活を支える基盤を再構築する方
向性が掲げられた。
■ 主な取り組み方策
①	ニーズに応じた住宅を適時適切に確保できる循環型市場

の形成
②	インフラ・居住環境の整った既存の住宅・住宅地の市場

を通じた本格的な有効活用
③	分野横断的な連携による「気づき」と「つなぎ」のある居

住支援の充実
④	既存住宅を最大限に活用する持続的な住宅市場を支える

あらゆる主体の連携・協働の推進

■ 基礎的な施策

　クラウド型建設プロジェクト管理サービス「ANDPAD」
を運営するアンドパッドは、建設業界のAI活用の実態に関
して建設業従事者2,000名を対象に独自調査を行った。その
結果、普段の業務でのAI活用は「積極的に活用」「試験的活
用」が34.8%の回答があったのに対して、「活用予定なし」は
47.3%の回答だった。AI活用を既に業務の一部として浸透
させている人がいる一方で、活用していない人が大半と、二
極化していることが示された。

【調査結果】
■	導入目的：「省力化・作業効率化」が最多で、次いで「人手

不足への対応・工数削減」「品質の安定化・ミスの削減」「技
術・ノウハウの継承」などが高くなっている。

■	活用する業務：「書類作成」が36.8％と一番多く、「施工・
安全管理」24.6％、「工程・進捗管理」24.0％と続き、建
設特有の業務でも活用が進んでいることが分かる。

■	導入の効果実感：AIを活用する人のうち76.4%が「効果
を実感している」と回答しており、導入効果としては「作
業時間の削減」「ミス・手戻りの削減」などが多かった。

■	AI導入・活用の課題：「社内ルールの未整備」や「導入コス
ト」が上位に挙がっている。その一方、「分からない」とい
う回答がトップの22.9％となっており、AIの活用イメー
ジが湧きにくい人が多いことも明らかになった。

建設業界の AI 活用実態を独自調査 —— 株式会社アンドパッド

「住生活基本計画」（全国計画）案を提示 —— 国土交通省

39.7%

33.8%

30.3%

21.3%

20.3%

17.7%

16.8%

12.4%

10.1%

8.9%

10% 20% 30%

現場業務の省力化・作業効率化

人手不足への対応・工数削減

品質の安定化・ミスの削減

技術・ノウハウの継承

安全性の向上・リスク低減

バックオフィス業務の効率化・標準化

営業活動の効率化・受注率の向上

原価・コストの最適化

経営判断の高度化・見える化

マーケティングの高度化
（顧客ニーズ分析、問い合わせ内容の分析、

コンテンツ作成の効率化など）

● AI導入の理由・目的  ※AIを利用している人への質問

● 業務でのAI活用

（n）＝696

（n）＝2,000

業務の中で積極的に
活用している

一部の業務で
試験的に活用している現在は活用

していないが、
今後検討している

活用していない・
予定もない

13.2％

21.6％
18.0％

47.3％

活用している 34.8％

住まう
ヒト

人生100年時代における時々のライフスタイルやあらゆる
世帯属性に適した住宅を過度な負担なく確保できるよう、
住生活を支える基盤を再構築
・高齢期の返済負担軽減が可能なローンの整備
・居住サポ―ト・セーフティネット住宅等の普及
・既成住宅地の相続住宅の市場を通じた流通　など

住まう
モノ

これまで蓄積してきたインフラ・居住環境を備えた住宅・
住宅地が市場を通じて最大限に活用される持続可能な社会
に向けて、市場機能の進化によるストック価値の最大化を
実現
・住宅ストックの性能向上
・維持管理・流通の促進のための市場環境整備
・空き家化する前の対策・活用・除却等の支援充実　など

住まいを
支える

プレイヤー

国や地方公共団体、住宅・住生活関連事業者、居住者など
あらゆる関係者が連携して住宅市場を維持し続ける社会
・担い手確保・育成
・ライフサイクルカーボンを意識した住生活産業の推進
  など

出所：「建設業におけるAI利用実態調査」（2026年：アンドパッド  https://andpad.jp/）
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季節調整済
年率換算（全国）

資 料 室

新  設  住  宅  計
建築主別

1月
対前年同月比 10月11月12月対前々年同月比

利用
関係別

資金別

構造別

公共
民間
持家
貸家
給与住宅
分譲住宅
　うちマンション
　うち戸建
民間資金
公的資金

木造
非木造
鉄骨鉄筋コンクリート造
鉄筋コンクリート造
鉄骨造
コンクリートブロック造
その他

公営住宅
住宅金融機構融資住宅
都市再生機構建設住宅
その他住宅

2026年1月の新設住宅着工戸数　単位：戸　▲は減
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2×4、
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435
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0
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32,986
22,912
182
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7,046
21
19

62,118
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61,402
17,496
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582

18,522
7,735
10,638
56,730
5,388
605

1,464
0

3,319
37,539
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343
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7,498
13
10

59,524
320

59,204
17,901
25,253
267

16,103
5,551
10,389
54,496
5,028
301

1,363
0

3,364
37,708
21,816
371

14,402
7,010
24
9

71,871
786

71,085
18,081
30,771
539
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10,564
65,256
6,615
742

1,445
0
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31,274
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21,881
8,781
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0
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3
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1.1%
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2.2%
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▲ 40.3%
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▲ 14.3%
12.0%

▲ 14.1%
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▲ 16.5%

1.7%
23.5%
46.2%

19.0%
▲ 5.2%
▲ 2.6%
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27.5%

▲ 10.5%
▲ 18.3%
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1.3%
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▲ 26.9%
― 

13.8%
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2025年

（出典：国土交通省ホームページ　http://www.mlit.go.jp/statistics/details/jutaku_list.html）

2025年 2026年
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